
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
④消費下支え等を
通じた生活者支援

物価高騰に伴う緊急支援
指定ごみ袋購入費

①石油由来のナフサ等原料価格の高騰により本市指定ご
み袋の製造価格が上昇するため、製造価格増加分に対し
交付金を活用することで販売価格への転嫁を行わず、現
行の販売価格を据え置き、物価高騰の影響を受ける市民
の経済的負担を軽減する。
②製造価格増加分
③製造価格増加分：現況の所要見込額25,939千円-当初
の販売見込額18,702千円＝7,237千円（うち、ごみ処理手
数料2,470千円）
④市民

R8.10 R9.3

2
②物価高騰に伴う低
所得者世帯・高齢者
世帯支援

物価高騰臨時支援プラットホーム事
業

①物価高騰の影響により生活に困窮されている方への支
援を行うため、地域の生活困窮者支援に取り組んでいる
神埼市社会福祉協議会の活動（緊急食糧支援等）に対し
補助金を交付する。
②緊急食糧支援等に必要な食料品（生鮮ものを除く）、日
用品の購入に対する経費
③1人あたりの購入費用5,000円×200件（令和8年度見込
件数）＝1,000千円
④神埼市社会福祉協議会

R8.10 R9.3

3
②物価高騰に伴う低
所得者世帯・高齢者
世帯支援

高齢者インフルエンザワクチン予防
接種臨時支援事業（物価高騰に伴う
高齢者世帯支援）

①物価高騰の影響を受けている高齢者世帯の経済的負
担を軽減し、インフルエンザの発症及び重症化の予防、感
染拡大の防止を図るため、75歳以上の高齢者を対象とし
た高用量インフルエンザHAワクチン（以下、高用量ワクチ
ン）の自己負担額の一部を助成する。
②今年度から追加された75歳以上の高齢者を対象とした
高用量ワクチンと従来の標準量ワクチンとの自己負担の
差額
③自己負担額：標準量ワクチン（1,200円）・高用量ワクチン
（2,500円程度）　※差額1,300円
　接種見込者数：3,817人　※過年度実績により75歳以上
（5,722人）の66.7％の接種を見込む
　助成額：自己負担の差額分 1,300円×接種見込数 3,817
人＝4,962,100円≒4,963千円
④75歳以上の高齢者

R8.10 R9.3

4
②物価高騰に伴う低
所得者世帯・高齢者
世帯支援

高齢者等タクシー利用助成事業（物
価高騰に伴う高齢者等外出支援）

①民間事業者が運行する「一般タクシー」と神埼市地域公
共交通活性化協議会が運行する「予約型乗合タクシー」の
利用において、物価高騰の影響を受けている高齢者等の
経済的負担を軽減し、タクシーを活用した外出機会の創出
することで日常生活の利便性向上を図るため、高齢者等
が外出する際に利用するタクシー料金の一部を助成する。
②高齢者等タクシー利用助成券36枚/人（1枚あたり500円
の利用助成券）の配布に要する経費
③高齢者等タクシー利用助成：500円×36枚×1,800冊×
30％（使用率）＝9,720千円
　報酬等：154,821円×5人×3か月＝2,322,315円≒2,323
千円
　印刷製本費：500円（作成単価）×1,800冊×1.1＝990千
円
　郵送料：660円（書留郵便）×800冊＝528千円
合計　13,561千円
④75歳以上の高齢者、運転免許返納者、障がい者、要介
護認定者等

R8.10 R9.3

5
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

図書館費（物価高騰対応重点支援地
方創生臨時交付金事業）

①物価高騰の影響を受けている子育て世帯の生活を支援
し、子どもたちの読書活動を応援するため、市内在住の小
中学生に図書カードを配布する。
②市内在住の小中学生を対象に図書カード（1人当たり
5,000円）を配布するための経費
③図書カード5,000円×市内在住の小中学生2,300人＝
11,500千円、消耗品費：24千円
　郵送料（簡易書留）460円×2,300件＝1,058千円　　　合
計　12,582千円
④市民

R8.10 R9.3

6
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

物価高騰に伴う緊急支援
小・中学生、高校生等医療費助成事
業

①物価高騰により影響を受けた子育て世帯支援として、子
育て世帯の負担を軽減するため、小中学生、高校生等の
子ども医療費に係る自己負担額を助成する。
②医療費助成に係る経費
③一部負担金のうち１人につき、自己負担額１か月あたり
（入院1,000円/レセプト、通院500円×2回/レセプト）を差し
引いた額を現物給付及び償還払いにより助成。
対象児童数：3,170人　総事業費：100,186千円（内訳：手数
料3,054千円+委託料160千円＋扶助費96,972千円）のうち
扶助費96,972千円に充当。
④小中学生、高校生等の子どもがいる子育て世帯

R8.4 R9.3
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7
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

物価高騰に伴う緊急支援
【第2弾】乳幼児子育て世帯応援おむ
つ等支給事業

①物価高騰の影響を受ける乳幼児子育て世帯の経済的
負担を軽減し、子育て支援を図るため３歳未満児がいる家
庭を対象に子育て物資（紙おむつ、おしり拭き）を購入でき
るクーポンを支給する。
②３歳未満の乳幼児（令和5年10月2日～令和8年10月1日
生まれ）を養育する父母等に対し、子育て物資（紙おむつ、
おしり拭き）を購入できるクーポンの配布に要する経費
③おむつ等クーポン券：5,670,000円　乳幼児１人当たり
10,000円×対象乳幼児567人（見込）　　消耗品費：24,000
円　　郵便料、振込手数料：369,000円
④基準日（令和8年10月1日）において3歳未満の乳幼児

R8.10 R9.3

8
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

物価高騰に伴う緊急支援
子どもの医療費助成事業

①物価高騰により影響を受けた子育て世帯支援として、子
育て世帯の負担を軽減するため、出生から小学校就学前
の子ども医療費に係る自己負担額を助成する。
②医療費助成に係る経費
③一部負担金のうち１人につき、自己負担額１か月あたり
（入院1,000円/レセプト、通院500円×2回/レセプト）を差し
引いた額を現物給付及び償還払いにより助成。
対象児童数：1,182人　総事業費： 46,824千円（内訳：手数
料1,595千円+扶助費45,229千円）のうち県補助金を除く扶
助費23,412千円に充当。
④出生から小学校就学前の子どもがいる子育て世帯

R8.4 R9.3


